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グループ通算制度における申告期限の延長特例 

～連結納税制度からの改組に伴う取扱いの変更～ 

1. グループ通算制度における申告期限の延長特例の概要

確定申告書の提出義務のある内国法人は、原則として各事業年度終了の日の翌日から 2 カ月以内に、所轄税務署長に

対し、確定申告書を提出しなければならない（法法 74①）。 

この確定申告期限については、災害その他やむを得ない理由による延長（法法 75①）のほか、定款等の定めや会計監査

人を置いていること等により事業年度終了日の翌日から 2 カ月以内に定時総会が招集されない常況にあると認められる場

合には、申告期限を延長できる特例が設けられている（法法 75 の 2①）（以下「延長特例」）。 

この点、グループ通算制度を適用している場合には、通算法人が多数に上る等の理由によりグループ通算の規定による所得

金額等の計算を了することができないために、提出期限までに申告書を提出することができない常況にあると認められる場合

には、通算親法人の申請により申告期限を 2 カ月間延長することができる特例が設けられている（法法 75 の 2①⑪）。通

常の単体申告を行っている場合の延長特例は基本的に 1 カ月間であるが、通算グループのための延長特例はこれよりも長い

2 カ月間の延長となっている。なお、当該申請は通算親法人が行うこととされており、通算子法人は独自に当該申請書を提

出することはできない（法法 75 の 2⑪三）。 

当該延長特例の規定の適用を受ける場合は、通算親法人が最初に当該規定の適用を受けようとする事業年度終了の日

の翌日から 45 日以内に、グループ通算の規定による所得金額等の計算を了することができない理由等を記載した申請書を

納税地の所轄財務所長に提出することが必要である（法法 75 の 2①③⑪一、法規 36 の 2）。 

通算親法人が当該延長特例の処分を受けた場合には、通算グループ内の全ての通算子法人について延長特例の処分がさ

れたものとみなされる。また、延長特例の適用を受ける通算親法人との間に完全支配関係を有することとなったことにより、新

たに通算グループに加入した通算子法人についても、延長特例の処分がされたものとみなされる（法法 75 の 2⑪二）。 

Executive Summary 

◼ 通算法人が多数に上る等の理由によりグループ通算の規定による所得金額等の計算を了することができないため

に、提出期限までに申告書を提出することができない常況にあると認められる場合には、通算親法人の申請により

申告期限を 2 カ月間延長することができる特例が設けられている

◼ 当該延長特例の処分を通算親法人が受けた場合、その通算子法人についても処分を受けたものとみなされる

◼ 通算グループに子法人が加入する場合、加入前に受けていた延長特例の処分はいったん失効する（この点連結納

税制度に比べ変更されている）が、通算親法人が通算グループとして延長特例の処分を受けている場合にはその

処分があったものとみなされる

◼ 通算子法人が通算グループから離脱する場合、離脱日の前日までの事業年度については通算グループとしての延

長特例の処分が有効であるが、その後失効する。通算グループ加入前等に受けていた延長特例の処分はすでに失

効しているため、延長特例を受けたい場合には改めて承認申請が必要である
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2. 通算グループへの加入における取扱い 

内国法人が通算グループに加入する場合、（1）加入前の延長特例の処分はいったん失効し、（2）通算親法人が通算グ

ループとしての延長特例を受けている場合にはその処分があったものとみなされる。 

(1) 加入前に受けていた延長特例の処分の失効 

内国法人がグループ通算制度開始又は通算グループへの加入により通算承認（法法 64 の 9①）を受けた場合には、当該

通算承認の効力が生じた日以後に終了する事業年度については、当該通算承認の効力が生ずる前に受けていた延長特例

の処分は、その効力を失う（法法 75 の 2⑪五）。 

(2) 通算グループとしての延長特例の処分 

１で述べたように、通算親法人が通算グループとしての延長特例の適用を受けていた場合には、新たに通算グループに加入し

た通算子法人についても、当該延長特例の処分があったものとみなされる（法法 75 の 2⑪二）。 

すなわち、グループ通算制度に子法人が加入する場合には、加入前に受けていた延長特例の処分はいったん失効するが、通

算親法人が通算グループとしての延長特例の適用を受けている場合には、手続なしに加入した子法人にも効力が及ぶことに

なる。 

 

3. 通算グループからの離脱における取扱い 

(1) 通算グループとしての延長特例の処分の失効 

通算法人が通算グループ離脱・通算制度取止めにより通算承認が効力を失った場合（法法 64 の 10④～⑥）には、その

効力を失った日以後に終了する事業年度については、当該通算承認が効力を失う前に受けていた通算グループとしての延長

特例の処分は、その効力を失う（法法 75 の 2⑪六）。 

例えば、通算子法人が通算グループから離脱する場合、その離脱日の前日までの事業年度においては通算グループとしての

延長特例が有効で、離脱日以後の事業年度については失効する。 

２(1)のとおり、その法人が通算グループ加入前等に、その法人として延長特例を受けていた場合でも、通算グループ加入によ

り過去の延長特例はいったん失効するので、離脱日以後の事業年度について申告期限を延長したい場合には、改めて延長

特例の申請手続が必要である。 

(2) 連結納税との比較と留意点 

連結納税制度においては、連結納税の開始・加入によりその直前における延長特例が失効する規定はなく、その後連結納

税から離脱した場合には過去の延長特例をそのまま利用することができていたが、グループ通算制度においては(1)のとおり、過

去の延長特例はいったん失効することに変更になっている。 

また、連結申告のための延長特例はあくまで連結申告に適用されるため、離脱法人の離脱日の前日までの事業年度（離

脱日が連結親法人事業年度の開始の日である場合を除く）には適用されなかったが、グループ通算制度においては離脱日

の前日までの事業年度まで有効になっている。 

このように、延長特例の取扱いは、連結納税制度からグループ通算制度への改組に伴い、取扱いが変更になっているので注

意が必要である。 

(3) 設例と留意点 

次の図のように、通算グループとしての延長特例を受けている通算親法人が、他の内国法人を 100％保有化して当該法人

が通算グループに加入し、その後その子法人が通算グループから離脱した場合の取扱いは下表のとおりである。 
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上の図中の①～④の事業年度についての申告期限の延長の取扱いは次のとおりである。 

項目 
① 加入日の前日まで

の事業年度 

② 加入日以降の通算

申告する事業年度 

③ 離脱日の前日まで

の事業年度 

④ 離脱日以降の事業

年度 

申告方法の概要 加入日の前日までは通

常の単体申告 

加入日以後の期間に

つき通算承認が有効で

あり、損益通算等を行

う 

離脱日の前日まで通

算承認が有効である

が、申告のタイミングが

異なるため損益通算等

の規定は適用されない 

離脱日以後の事業年

度は通算承認が失効

し、通常の単体申告に

なる 

法人税の申告期限の

延長特例の取扱い 

その法人として延長特

例の適用を受けている

場合は有効 

通算親法人が通算グ

ループとしての延長特例

の適用を受けている場

合は、加入子法人にも

承認があったものとみな

される 

通算グループとしての延

長特例は離脱日の前

日までの事業年度まで

引き続き有効 

①における延長特例は

いったん失効しているた

め、延長特例の適用を

受けるためには、改めて

申請を行う必要がある 

事業税の申告期限の

延長特例の取扱い(*1) 

その法人として申告期

限延長の適用を受けて

いる場合は有効 

通算法人としての申告

期限延長の適用を受

ける場合には承認申請

を行う必要がある 

通算法人としての申告

期限延長の適用を受

けている場合には引き

続き有効 

①において申告期限の

延長を受けている場合

には有効 

住民税の申告期限の

延長特例の取扱い

(*2) 

申告期限は法人税の

申告期限と同じ 

 

申告期限は法人税の

申告期限と同じ 

法人税の申告期限の

延長の処分があったこ

とにつき届出が必要 

申告期限は法人税の

申告期限と同じ 

申告期限は法人税の

申告期限と同じ 

法人税の申告の延長

の効力が失われたこと

につき届出が必要 

(*1) 事業税の申告期限延長については、法人税の申告期限延長とは別に承認を受ける必要がある。法人税と同様に、通算法人について

は 2 カ月間の延長が認められているが、法人税とは別に承認を受ける必要がある（地法 72 の 25⑤）。グループ通算制度の開始・加

入により過去に受けた申告期限の延長が失効する規定は無いため、通算グループから離脱した場合には、通算グループ加入前等におい

て通常の単体申告における事業税の申告期限の延長を受けている場合には、これを利用できると考えられる。連結納税制度における取

扱いと同様である。 

(*2) 住民税の申告期限は法人税の申告期限と同じとされており（地法 53①、321 の 8①）、法人税の申告期限の延長の処分を受けた

り、その効力が失われたりした際には届出が必要となる（地法 53○61 ）。 

 

このように、通算グループに加入した場合にはそれより前に受けた延長特例はいったん失効するため、離脱した場合には延長

特例の承認申請を再び受ける必要がある。特に短期間に加入・離脱する場合には失念しがちであるため、注意が必要であ

る。 

（東京事務所 大野 久子） 

 

 

■ 関連サービス 

グループ通算制度導入診断サービス 

 

  

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/solutions/bt/group-aggregation.html
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 

 

問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 

東京事務所 

所在地 〒100-8362 東京都千代田区丸の内 3-2-3 

丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

 

大阪事務所 

所在地 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 4-1-1 

淀屋橋三井ビルディング 5 階 

Tel 06-4560-8000（代） 

 

名古屋事務所 

所在地 〒450-8503 愛知県名古屋市中村区名駅 1-1-1 

JP タワー名古屋 37 階 

Tel 052-565-5533（代） 

 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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